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～話し合おう！　自治基本条例等について～


　 日　時　 平成１９年１１月８日（木）及び１７日（土）

　　　　　 　９時５０分～１６時

　 会　場　 かながわ県民センター

　　　　　　（横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2）

　 主　催　 神 奈 川 県



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

    

 

 

はじめに

国から地方自治体へ権限や財源を移す地方分権改革が進み、「自己決定」、

「自己責任」に基づいた自治体運営が一層求められています。

こうしたことから、神奈川県では、自らの地域のことは自らの意思で決定

し、その財源・権限と責任も自らが持つ地域主権型社会の実現に向けて取り

組んでいますが、その一つとして、県政運営の基本的な理念や原則などを定

めた自治のルールとなる自治基本条例の制定に向けた検討を行っています。

「地方分権・県民ワークショップ」は、本県の自治基本条例の制定過程で、

県民の皆さんのご意見を反映させるため、神奈川県の自治を巡って、県民の

皆さんが考え、議論を交わすという形で、条例づくりにご参加いただきたい

という考えから開催させていただいたものです。

本記録集からわかりますように、２日間の議論では、例えば、自らと地域

の関わり方に関するものから、県民の県政参加の仕組みに関して、改善・工

夫を求めるもの、新たな仕組みを求めるものまで、実に多くのご意見が出さ

れました。

こうしていただいたご意見の一つひとつが神奈川県の自治にとって大切な

ものであり、県で様々な政策を進めるうえで、基本となる考え方につながる

ものであると受け止めた次第です。

このワークショップをはじめ、各地域で開催した地方分権フォーラムでい

ただいた多くのご意見は、今後、自治基本条例の検討のほか、施策・事業の

実施の場面で参考にし、一層県民の視点に立った、より開かれた県政運営の

推進に努めてまいりたいと考えております。

おわりに、このワークショップにおいて長時間にわたり、活発なご議論を

いただいた参加者の皆さんと、ご講演等をいただいた牛山久仁彦明治大学政

治経済学部教授をはじめ、グループ討議のファシリテーターとしてご協力い

ただきました（財）まちづくり市民財団の方々に、お礼申し上げるとともに、

引き続き、地方分権の推進に向けた本県の取組みに、ご理解とご協力をいた

だきますようお願い申し上げます。

平成 20 年３月

神奈川県企画部広域行政課長

川崎 泰彦
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１ 開催趣旨

自治体運営の基本ルールとなる自治基本条例に定めようとしている県政

運営上の制度・仕組み等について、県民の皆さんとともに考えるため、「地

方分権・県民ワークショップ」を開催し、条例の検討等の参考にしていく

こととしました。

２ 日程・スケジュール等

（１）日時：平成 19 年 11 月８日（木）及び 11 月 17 日（土）

※いずれも 9：50～16：00

（２）場所：かながわ県民センター 会議室

（３）スケジュール

時間 内 容

＜午前の部＞ 本日のスケジュールの説明

９時 50 分～ 

11 時 50 分
開会

講演「地方分権と『自治基本条例』」

牛山 久仁彦氏

（明治大学政治経済学部教授）

「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案についての説明

質疑 

11 時 50 分～ 

12 時 50 分

（昼休み）

＜午後の部＞ グループ討議の進め方についての説明

12 時 50 分～ 

16 時
グループ討議

【テーマ】

情報提供・公開について

県民の県政参加について

市町村等との関係から県の役割について

地域課題の解決の仕方について

（休憩）

グループ討議結果発表

講評

閉会
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３　参加者

（１）参加人数

日　　　　　時 参加者

11月８日（木） 午前

(人 ) 

29

午後 29
情報提供・公開 7
県政参加 5
市町村等との関係（Ａ） 5
市町村等との関係（Ｂ） 6
地域課題の解決の仕方 6 

34

11月 17日（土） 午前 23

午後 23
情報提供・公開 5
県政参加 7
市町村等との関係 5
地域課題の解決の仕方 6 

29 

63

計

計

合　計

注： 午前又は午後のみ参加した方がいたため、各日で純計しており、各日での単純計は
合わない。（11月8日 午前のみ 5人、午後のみ 5人／11月17日 午前のみ 6人、午
後のみ 6人） 
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（２）グループ討議参加者の状況

＜年齢別＞ 

0 
2 
4 
6 
8 

10 
12 
14

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 不明

(年齢 )

(人数 )

＜住所地域別＞ 

0 
5 

10 
15 
20 
25

横浜 川崎 横須賀三浦

県央 湘南 足柄上
西湘 県北

(住所地域 )

(人数 )

＜職業別＞ 

0 
2 
4 
6 
8 

10 
12 
14

会社員
公務員

自営業
家事専業

無職 その他
不明

(職業 )

(人数 ) 

3
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Ⅱ 講演・条例素案説明




 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 講演「地方分権と『自治基本条例』」

うしやま

牛山

分権時代の自治体と住民

なぜ自治基本条例を制定しなければいけな

いのか。大雑把に言えば、地方自治を強化す

るために自治基本条例を制定した方がよいと

いうことです。

地方自治については、日本国憲法や地方自

治法に色々定められていています。自治体は、

「地方自治の本旨」に基づいて運営されます

が、「地方自治の本旨」とは何か。学校では、

「団体自治」と「住民自治」だと教えてくれ

ます。「団体自治」とは、団体に地方自治の

権限があり、「住民自治」とは、それを監視

したり、支えたりするものだと言われていま

す。ただ本当に、そんなにきれいに２つに分

けて言えるのか。しかも団体とは、ともすれ

ば、首長や議員、職員をいう場合が多いので

すが、本当にそうか。大事な要素が抜け落ち

てしまっているのではないか。それは何かと

いうと、住民です。自治体の首長は、実は自

治体そのものではなく自治体を代表する機関

です。自治体の最も重要な主役は、住民なの

です。住民が選んだ首長が代表機関として行

政を執行し、職員は首長の命令に服して仕事

をしているのです。

また、国・県・市町村というピラミッドで

色々な問題を意識していることが多いのでは

ないか。市町村の職員を、「末端の職員」と

言うことがあります。それは、長年機関委任

事務があり、国の仕事を言われたとおりにや

れと言われてきたこと、それから日本国憲法

ができるまで、県は完全な自治体ではなかっ

たということがあると思います。かつて、知

事は国から派遣されて、地域で住民や市町村

を監督する役割を持っていました。知事が公

選になり、完全自治体になったのは戦後です。

それからやっと最近になって、地方分権改革

が行われ、国と地方の関係が改められてきま

した。端的に言えば、今の新しい地方自治法

は、「補完性の原則」で貫かれています。

く に ひこ

久仁彦 明治大学政治経済学部教授

「補完性の原則」とは、基本的に、住民に身

近な行政は身近な政府が行った方がよいとい

うものです。つまり、福祉やまちづくり、環

境、教育等、住民に身近な行政は、できるだ

け市町村でやり、県全体の経済振興や観光の

イメージアップのように、市町村ではできな

いことを県がやり、国の防衛や主権にかかわ

る外交のように、県ができないことを国がや

るという関係になったのです。

近年、単身世帯が増えていると言われます。

単身者は、仕事をして元気でいればよいけれ

ども、病気や怪我をしたり、精神的にまいっ

てしまったら、誰も助けてくれません。昔は

地域が助けてくれました。ところが今、自治

会や町内会の組織率は急激に下がっています。

少し前までは会社が支えてくれましたが、会

社も競争ですから、もうそういう余裕があり

ません。行政がやってくれるか。構造改革で、

国も自治体も地域から手を引いています。後

は民間企業やＮＰＯに期待するしかありませ

ん。

そういう地域社会の激変への対応は、国が

全国一律に行っても、うまくいきません。神

奈川には神奈川のやり方がありますし、神奈

川といっても、県北部や県西部と、横浜や川

崎といった大都市では、実情が違います。そ

の地域の実情に応じた形で自治体運営をして

いかなければいけないということになるので

す。

地方分権と住民参加・協働

最近「協働」という言葉をよく聞きますが、

何故「協働」を地方分権に加えて言わなけれ

ばならないのか。地方分権改革の意味は、基

本的には、県や市町村に権限を移譲して住民

の身近なところでものを考えて決定できるよ

うにするということであり、自治体がものを

考えられるようにならなくてはいけないとい

うことがあります。また、本当は、住民にと
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っては、サービスの提供主体は市でも県でも

国でもいいのですが、やはり住民の身近なと

ころでものを考えて決定しないと、うまくい

かないということがあります。地方分権が求

められるわけです。

そしてさらに、国から県、県から市町村と

いう「官官分権」だけではなく、住民が参加

して決められるようにしなければいけないと

思います。住民と自治体行政が一緒になって

地域社会をつくっていくことができれば、非

常にいい地域社会になるということです。

条例制定権の拡大と自治体の対応

かつて、県の仕事の約７～８割、市町村の

仕事の約４～５割を機関委任事務が占めてお

り、自治体は国から包括的・全体的に指揮を

されていましたが、これが廃止され自治体の

仕事になったので、条例を定めることができ

るようになりました。法律には幅があり、自

治体が地域のために自らの判断でできること

が沢山あります。

例えば公害問題で、大都市の自治体が、国

よりも厳しい基準を定めようとした時に、環

境庁が通達を出して駄目だと言ったことがあ

りました。しかし、法律が求めているのは、

住民の健康を守ることであり、具体的な数値

は書いていません。自治体が国を上回る基準

を設定する理由は、科学的、政策的に住民の

健康をそうしなければ守れないと判断したか

らで、法律違反ではありません。結局、環境

庁はこの通達を撤回しました。

また、最近では、国立市のマンションの開

発規制の条例の事例があります。国立市では、

条例で、マンションの高さを規制していると

ころがあるのですが、それを破った業者がい

て、裁判になりました。第一審判決では、違

法階にかかる部分は撤去せよという判決を出

しました。裁判所も、地方分権という時代状

況の中で、住民が地域で安全で安心に暮らせ

るような解釈を示すような例が見られるよう

になってきました。

今、地方分権改革推進委員会が議論してい

る条例による法令の上書き権というのは、正

にこういうことです。

このように、地域には、具体的で、考えな

ければならない問題が沢山あります。憲法や

地方自治法に書いてあることだけではなく、

もちろんその範囲内になりますが、自治体が

自らできることは何かを考え、どういう方向

でやっていくかというルールを定めることが

必要になってきたのです。

自治基本条例の位置づけと内容

自治基本条例は自治体の憲法だと言われま

す。憲法というのは、色々な法律の一段上の

法律です。同様に、自治基本条例を他の条例

より上位に置けるか、よく論争になります。

同じ条例であり、同じ議会が制定するのだか

ら、憲法とは言えないという意見もあります。

しかし私は、自治体の構成員皆が十分な議論

をして、これを他の条例の模範にしようと決

めたことが、一概に違法とは言えないと思い

ます。大事なことは、その地域の皆さんが、

皆で決めるということなのです。

神奈川は自治基本条例づくりがとても進ん

でいて、川崎市、平塚市、大和市、海老名市、

愛川町等で既に制定されていますし、藤沢市、

茅ヶ崎市などで検討中と聞いています。個別

条例が大体出来ているので自治基本条例は必

要ないという自治体もありますが、地方分権

改革を機に、自治基本条例を制定して、高い

自治の理念や地方分権推進の考え方等を示し、

さらに必要な条例をつくっていこうという自

治体が増えてきました。

自治基本条例の内容は、自治体によって違

いますが、自治体の運営の基本的な方向性を

示すことが考えられます。それから、具体的

な条例にフィードバックされていく考え方や

理念を書くことが考えられます。例えば、自

治基本条例に情報の共有をすると書いてある

のに、情報公開条例が全然情報を出さない条

例だとしたら、自治基本条例に照らし合わせ

て、改正しなければいけません。住民の意見

を聴いて政策をつくると自治基本条例に書い

てあるのに、何も制度がなければ、住民参加

条例を制定しなければいけないかもしれませ

ん。当然、住民がどう参加して意見を言うこ

とができるのかということも書かなければい

けません。そして、組織の問題があります。

自治体は、首長と議会の二元代表制です。議

院内閣制の国とは違い、首長の選出は、議会

とは関係ありません。議会と首長の関係のル

6




 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ールについても、自治体独自の考え方がある

かもしれません。究極の住民参加である住民

投票や、行財政システムのあり方についての

考え方を書いていくことも考えられます。

自治基本条例の制定手続等

よく議論になるのは条例の制定手続です。

大和市の自治基本条例づくりに参加させてい

ただいた時も、憲法と言うからには、住民投

票くらいやって、簡単に改正できないように

しなければいけないのではないか、あるいは、

そのくらい、位置づけを高いものにしなけれ

ばいけないのではないか、という議論がされ

ました。ただ、条例は、法令の枠内でなけれ

ばいけないので、法令が変われば自治基本条

例を変えなければいけない部分があるかもし

れません。その場合、その度に住民投票を行

うことになってしまいます。また、投票率は、

首長や議員の選挙の投票率を見ても、非常に

厳しいのではないかと思います。

一番大事なことは、県民がつくるというこ

とです。県が市町村と全く同じように住民参

加を行うのは難しい面もあります。しかし、

できる限りのことをして、県民もできる限り

の関心をもって、条例を制定していくことが

大事だと思います。

住民参加を強調すると、議会を軽視してい

ると批判されることがありますが、私は、議

会はとても大事だと思っているのです。議会

は合議体であり、たった１人の首長が本当に

県民を代表しているかチェックする役割があ

りますが、現実には、十分役割を果たせてい

ない面があります。先日、自治基本条例案が

否決された我孫子市の前市長の話を聞きまし

た。議員が、「市民参加でつくったものを持

ってこられると反対できないから困る」と言

ったそうです。私は、議員は、おかしいと思

ったら自信を持って否決したらよいと思うの

です。条例作成の過程でも参加の実体、制定

のプロセス、中身等をチェックするのが議会

の役割です。ですから私は、むしろ、自治基

本条例は議会の存在意義をきちんと言ってい

くものであり、議員の地位や見識を高めるも

のだと思っています。

実際、行政より先に議会が自治基本条例特

別委員会を設置して検討した例もありますし、

議会主導で自治基本条例を制定した自治体も

あります。また、北海道の栗山町では、議会

基本条例を制定して、実質的な審議をしよう

と首長に反問権を付与したり、住民が来れる

時間帯に議会を開催するなど、開かれた議会

に向けた色々なご努力をなさっています。

まとめ

行政のやり方や、住民がどう関わっていく

のかを考える効果は、とても大きいと思いま

す。それは、地方自治を改めて考えることに

なるのです。そうしたことが、激変する地域

について考えていく契機になればよいと思っ

ています。

私からは、以上で終わりにさせていただき

ます。ご清聴ありがとうございました。
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・ １９８４年	 中央大学法学部法律学科卒業

・ 明治大学大学院、愛知大学法学部助教授などを経て、

・ 現在	 明治大学政治経済学部教授


中央大学法学部 兼任講師


國學院大學法科大学院 兼任講師


● 専門分野

・ 行政学、地方自治論、自治体経営論、地域政治論

● 主な著書

☆最新刊	 『分権時代の地方自治』三省堂（編著）

他に『広域行政と自治体経営』『自治体選挙の 30年』（編著）『市民がつくったまちの憲法』

（監修）『これからの協働』『都市政府とガバナンス』『自治体デモクラシー改革』『ＮＰＯと

法・行政』『分権社会と協働』、『広域行政の諸相』、『住民・行政の協働』、『公共サービスと民

間委託』（共著）など

● 自治体等における活動

・ 全国町村議会議長会第三次議会活性化研究会委員

・ 相模原市政策アドバイザー

・ 川崎市自治推進委員会委員（副会長）

・ 藤沢市「（仮称）藤沢市自治基本条例」策定検討委員会委員

・ 東京都中野区公益活動推進協議会会委員

・ 東京都杉並区民間事業化審査モニタリング委員会委員

・ 静岡県御殿場市市民協働型まちづくり推進協議会委員 など

・ 他に市町村アカデミー、神奈川県自治総合研究センター講師なども務める

8




 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案について

広域行政課

これから自治基本条例について、ご説明を致

しますが、お手元の資料「自治基本条例につい

て」もご覧いただきながら、お聞きいただけれ

ばと思います。

まず自治基本条例の制定背景や制定状況な

ど、一般的なご説明について、簡単にさせてい

ただき、次にこのたび作成いたしました「神奈

川県自治基本条例（仮称）」の素案についてご

説明いたします。

自治基本条例とは何か、確立した定義はござ

いませんし、また、法律などで制定を義務付け

られたものではありません。

一般には、「自治体運営の基本理念、基本原

則等を定めた基本ルール」といわれています。

全国での自治基本条例の制定状況ですが、広

域行政課が把握している範囲では北海道のニ

セコ町まちづくり基本条例をはじめとして、約

８０の市町村において、制定されております。

議会についての規定がない「北海道行政基本

条例」のような例はありますが、都道府県では

まだ制定された例はありません。

なお、議会運営の基本ルールを定めた「議会

基本条例」が三重県や、いくつかの市町村で制

9




 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

定されています。

神奈川県内の市町村でもご覧のように神奈

川県内でも愛川町や川崎市など７市町で自治

基本条例を既に制定しております。検討中の９

市町を含めると、１６市町あり、全体の約半数

にも及んでいます。

こうした状況を都道府県単位で見ますと、本

県の状況は比較的多いといえます。

ちなみに制定した市町村と検討中の市町村

を合わせますと、人口約 320 万人、面積では

約 800 平方キロメートルとなります。県人口

が約 890万人、面積が約 2400平方キロメート

ルなので、人口と面積ともに全体の約１ /３を

占めることになります。

このように本県が全国に先駆けて条例制定

を目指す自治の風土、土壌、環境といったこと

も、大きな要素ではないでしょうか。

へ権限や財源の移譲が進む中、「自己決定」、「自

己責任」に基づいた自治が求められており、住

民自治の拡充を図り、住民意思を十分に反映し

た運営が必要となっており、そのための仕組づ

くりが求められているということがあげられ

ます。

広域自治体である県も、基礎自治体である市

町村と同様に、自治体であることに変わりはな

いことから、こうした広域自治体としての自治

の仕組みづくりが求められております。

神奈川県は、情報公開制度の創設など、これ

までも県民の皆さんに開かれた県政に努めて

まいりましたが、住民自治に根ざした県政を一

層推進するために、新たに県民の意思に基づく

県政運営を行うためのルールづくりが必要と

なっております。

ややもしますと、自治体の規模が大きくなれ

ばなるほど、住民の皆さんと行政の距離は遠く

なってしまいます。地方分権改革で手にした権

限や財源を住民のために、適切に行使していく

ため、住民の皆さんが行政に参加していただく

仕組みがあるか、ないかで、結果として、住民

福祉の向上に向けた施策、事業に影響もでてく

るのではないでしょうか。

したがいまして大規模な広域自治体である

本県が、このようなルールづくりに取り組むこ

とは大変意義のあることと考えております。

このように全国や県内の市町村で自治基本

条例の制定が進んでいる背景ですが、 2000 年 

4月に、いわゆる地方分権一括法が施行される

など、地方分権改革の進展により、国から地方
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県民の皆さんの意思に基づく県政運営を行

うためのルールということに関して、もう少し

詳しく説明させていただきます。

これは地方分権一括法制定以前の機関委任

事務制度の時代（ 2000 年以前）と地方分権改

革の時代における国と地方、住民の関係を示し

たものです。

機関委任事務制度の下では、国を上位とする

指揮命令の関係でしたが、地方分権一括法によ

り、この制度が廃止されまして、法律上、国・

都道府県・市町村の関係が「対等」の関係であ

るとされました。

このように、自治体は、以前は、国の命令に

基づいて仕事をしていれば、大方良しとされた

わけですが、分権時代には、自治体の裁量や自

由度が増してくることになりますので、住民の

意思に基づいて運営することが求められるこ

とになります。自治体運営の基本ルールづくり

として、自治基本条例を制定する背景には、こ

のような国全体の制度の変更があるわけでご

ざいます。

次に、これまでの自治基本条例の検討の経緯

について説明をさせていただきます。

まず本県の地方分権改革についての基本方

針である「地域主権実現のための中期方針」を

平成 16年３月に策定しましたが、その取組施

策の一つとして、平成 17 年 10 月に有識者か

らなる「神奈川県自治基本条例検討懇話会」を

設置して、条例の意義や規定内容を中心に検討

を行い、平成 18 年 11 月に知事に報告書が提

出されました。

その後、平成 19年１月から、この報告書を

もとに、改めて庁内で検討を行うとともに、県

内５会場での地方分権フォーラムの開催や説

明会、出前講座等を通じて意見交換を行うなど、

県民の皆さんや市町村からご意見を伺ってま

いりました。

さらに平成 19年７月には「地域主権実現の

ための基本方針」を策定し、その取組施策の一

つとして、自治基本条例等の策定に向けた取組

みを位置づけております。

こうした中で、これまでいただきましたご意

見を踏まえまして、このたび条例素案を作成い

たしました。

条例素案のポイントとしては、

まず１点目として、県民の皆さんが主人公で

あることを明示し、県民の皆さんが自らの意思

に沿って広域自治体としての神奈川県を運営

できるようにするために必要な基本ルールを

定める条例であること。

２点目として、県民の皆さんにとって最も身

近な市町村の自治を優先することを基本とし

て、県と市町村との関係の基本ルールを定めた

条例であること。
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３点目として、新たな県政運営の仕組みとし

て、県民投票及び県と市町村の協議機関の基本

的事項を定めた条例であることがあげられま

す。

条例素案の内容を細かくご説明する前に、素

案全体の骨格をご覧いただくと、このようにな

ります。

まず、一般的な条例と異なる、「基本条例」

ですので、「前文」を置きます。

条例本体は、「目的及び基本理念」、「県民の

権利及び義務」を定め、この理念を実現し、県

民の権利を保障するための「県政運営の基本原

則」、さらに「基本原則に基づく制度・手続」

の基本的事項を定めています。

また、「議会」や「知事・職員」について、

この条例に沿った役割を果たすための責務な

どを定めることとしています。

最後に、最高規範性として、条例間に法的な

優劣はつけられないので、「条例尊重義務」と

して、この条例に規定することを最大限尊重し

なければならないことを定めます。

では、これより具体的に条例の素案の内容を

説明させていただきます。

まず前文では、条例制定の趣旨、基本的考え

方等を明示することとしております。

目的及び基本理念でございますが、「県にお

ける自治は、県民の皆さんの意思と責任に基づ

き、市町村の意思に応えるため、自主的・主体

的な県政運営により県民の皆さんが望む地域

社会の実現を目指して行われること」を基本理

念とし、こうした基本理念、それに基づく県政

運営の基本原則や制度・手続の基本的事項など

を定めることにより県民の皆さんのための県

政を確立し、県民の皆さんの権利の保障と福祉

の向上を図ることを目的としております。

県民の権利及び義務は、基本理念の実現に向

け、県民主体の自治を確立するための基本的な

県民の皆さんの権利・義務として、県政に参加

する権利・責任や、行政サービスを維持するに

は行政コストがかかりますが、こうした費用負

担を分担する義務など、ここに掲げる４つの権

利、義務を定めるものです。
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次に、県政運営の基本原則では、基本理念を

実現するための基本原則として、県政参加の原

則や市町村優先と市町村参加の原則など、５つ

の原則を定めることとしております。

県民参加の原則は、県民が自発的かつ積極的

に参加する県政にするというもので、市町村優

先と市町村参加の原則は、県民の皆さんに最も

身近で、地域における政策を総合的に推進する

市町村を、県との役割分担において優先するこ

と。また、市町村が参加する県政にするという

ものです。

公正性・透明性の原則は県民にとって公正で

透明性の高い開かれた県政にするというもの、

効率性・有効性の原則は最少の県民負担により

最大の県民福祉の実現に努める県政にすると

いうもの、連携の原則は民間や他の都道府県等、

公共サービスを担う多様な主体との連携を図

る県政にするというものです。

を果たすための責務などを、包括的に定めるこ

ととしております。

一般論としては、自治基本条例は自治体の運

営全般にわたって、その基本理念や原則を定め

ようとするものであり、地方自治体は議決機関

である議会と執行機関である知事による二元

代表制で相互の牽制と調和により公正な運営

を期しており、議会と知事は言わば、県政の車

の両輪とされておりますので、こうして議会に

関する規定を設けようとするものです。

仮に議会について規定しようとすれば、これ

は行政サイドで一方的な案の提示を行うのは

適当ではなく、まずは議会側での議論や検討が

行われた後、その結果を条例案に盛り込む、と

いうことが一番素直で判りやすいのです。

一般的に先行する自治体の例として、議会活

動についての住民への情報公開や情報提供に

努めること、多様な住民意思の反映に努めるこ

と、開かれた議会運営などの規定を盛り込むも

のがあります。

基本原則に基づく制度・手続でございますが、

県政運営の基本原則に基づき、 12 項目の制

度・手続についての基本的事項を定めることと

しております。

なお、この基本条例では制度や手続のいわば

大枠について定めますので、制度の具体的内容

や手続は、別の条例などによって定められ、実

際の運用や実施が行われることになります。

議会・知事・職員では、それぞれがこの条例

に定める基本理念や基本原則等に沿った役割
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まず県民の皆さんの声を県政に反映させる

ための仕組みについてです。

情報提供・公開は、県民の皆さんが、県政参

加のために情報を県と共有できるよう、多様な

媒体の活用などにより、県民の皆さんに積極的

に情報提供するよう努めなければならないこ

となどを定めます。具体的には、情報公開条例

や個人情報保護条例によって実施されます。

県民参加機会の保障は、県民の皆さんが、そ

の意思を県政に反映させるため、意見等を県に

提出できるよう、多様な参加の機会の確保に努

めるとともに、県民の皆さんの提案などを迅速

かつ誠実に処理するよう、努めなければならな

いことなどを定めることとしています。具体的

な県民参加として、例えば、「ふれあいミーテ

ィング」や「知事への手紙」などがあります。

県民投票は、新たな制度となりますが県民の

皆さんが、県政上の重要事項について、意見を

表明するため、県民投票をできるようにすると

ともに、議会と知事は、その結果を尊重するこ

とを定めることとしております。

この県民投票は、間接民主主義制度を補完す

るもので、総体的な県民意思を表明できる究極

的な県民参加手段であると考えております。

住民投票について、もう少し詳しくご説明さ

せていただきます。

住民投票制度は、現在も、県知事の解職等を

決定する手続きとして法律で採用されていま

すが、独自の条例にもとづいて、自治体が行う

場合もあります。 都道府県では、平成８年に

沖縄県で日米地位協定の見直しと米軍基地の

整理縮小に関して住民投票が行われた例があ

ります。一方、市町村では、市町村合併や原子

力発電所の建設、産業廃棄物処理施設の建設な

どで行われています。

県がつくる住民投票制度は、法令上の県知事

及び県議会の決定権限を侵害しないよう諮問

型になると考えられます。

こうした住民投票の仕組みづくりには、いく

つか検討の必要な事項があります。

まず、投票に付す事案ですが、県内の限られ

た地域や集団等に関わる案件では、直接利害関

係のない住民の意思が県民意思として表明さ

れるため好ましくありません。そこで、投票の

対象は、県全体や県民全体の生活に関わる県政

の重要事項に限るべきであると考えられます。

投票権は誰にあるのか、選挙年齢や日本国籍

の有無などについて考える必要があります。

また、実施には市町村の協力が必要不可欠で、

また莫大な費用がかかり、そうした費用をどう

負担するのかということについても考える必

要があります。
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次に市町村との関わりに関して整理した制

度・手続です。

まず、市町村との役割分担及び権限移譲では、

県は市町村の自主性・自立性を尊重し、広域自

治体として適切な役割分担に努めることや、市

町村への権限移譲について市町村が処理した

方が県民の皆さんにとってよい権限は、市町村

と協議してできる限り市町村に移譲すること

を定めるものでございます。

また、市町村の県政参加では、市町村の意思

に応える県政を実現するため、県の重要な施策

を立案する時などに、市町村が住民意思に基づ

く意見を提案できる機会の確保に努めること

としております。そのために、新たに、県と市

町村との協議機関を設けることを定めるもの

でございます。

市町村の県政参加ということにつきまして、

より詳しく説明させていただきます。

地域の実情に即した行政サービスを住民の

皆さんが迅速かつ適切に享受できるようにす

ることが一層重要になってきます。そのため、

住民生活に密接に関わる行政サービス（特に、

消防・救急、福祉・教育、まちづくりなどの分

野）は、できる限り住民の皆さんに近い自治体

で決定される必要があります。

こうした市町村優先の原則に基づいた市町

村と県との役割分担のもとに、地域の住民福祉

の向上という共通の目標に向け、県と市町村の

連携協力がなされる必要があります。

現在では、市町村の県政参加の機会は、

①全体会議では市長会議や町村会議、

②地域別会議としては地域別首長懇談会、市

町村連絡協議会、

③特定テーマ会議では県市町村間行財政シ

ステム改革推進協議会

④各種審議会・協議会への参加では、この自

治基本条例検討懇話会など

があります。

また、市町村の意思に応える県政を実現する

ために、県と市町村との協議会を新たに定める

必要があります。

こうした市町村の県政参加はもとより、県民

が市町村を通じてその意思を県政に反映でき

る仕組みが市町村で自主的に用意されること

も重要であります。

次に公正・透明で効率的な県政を運営する仕

組みについてです。さきほどご説明した情報提

供・公開も公正・透明な県政運営を行う仕組み

の一つですが、そのほかのものとして、

行政手続では、県民の皆さんが、県の許認可

などで不当に自らの権利利益を侵害されない

よう、その手続に関し共通するルールを定め、

公表しなければならないことを定めます。具体

的には行政手続条例の中で申請から処理まで
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の標準的な処理期間や許可するための要件な

どを定め、公表することとしています。

総合計画では、県民の皆さんが、長期的な県

政運営を展望できるよう、政策の基本的方向を

総合的に示す総合計画を策定するとともに、計

画策定等に際しては、県民の皆さんや市町村の

意思が反映されるよう努めなければならない

ことを定めます。

財政運営では、財政の健全な運営に努めるこ

とや、県民の皆さんが、県の財政状況を把握で

きるよう、分かりやすく公表しなければならな

いことを定めます。

具体的には現在も、「県のたより」や「県財

政のあらまし」という冊子などで財政状況につ

いては、お知らせしているところです。

政策評価については、神奈川県では平成 12

年度から取り組んでおりますが、適切に政策の

評価を行い、公表するとともに、評価結果が政

策立案や予算編成等に反映されるよう努めな

ければならないことを定めます。

次に民間活動や他の自治体との連携などの

仕組みについてです。

現在では、公共的課題を解決する役割を担っ

ているのは、自治体だけではありません。企業

や法人、ボランティア団体など、様々な主体に

よって公共的課題を解決するための取組みが

なされています。

そこで、民間活動との連携協力では、 NPO

法人その他の民間団体及び民間事業者等の主

体的な公共的活動を尊重することや、適切な役

割分担の下で、県と連携協力できることを定め

るとともに、民間団体等の主体的な公共的活動

が積極的に推進されるために、県は環境の整備

に努めなければならないことを定めます。

他の自治体との連携協力では、県民の皆さん

が、より質の高い公共サービスを受けられるよ

う、広域的または共通の公共的な課題を解決す

るため、他の自治体との連携協力に努めること

を定めます。

具体的には県は、例えば、八都県市首脳会議

において、首都圏で広域的に連携して、ディー

ゼル自動車の大気汚染対策などに取り組んで

おります。

国への提案については、例えば毎年度県は

「国の施策・制度・予算に関する提案・要望」

として活動しているところですが、県民の皆さ

んが、県を通じて国に意思表明ができるよう、

国に対して政策及び制度の改善等に関する提

案を積極的に行わなければならないことを定

めます。

条例最後の項目の条例尊重義務でございま

すが、この条例は、県政運営の基本原則を定め

るものとしておりますので、最大限尊重しなけ

ればならないことを、定めることとしておりま

す。
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最後に今後の進め方ですが、自治基本条例は

県政運営の基本ルールを定めるものであると

いう基本的性格から、条例制定過程での県民の

皆さんや市町村に参加いただくことが非常に

重要であると考えており、この条例素案をもと

に、 11月 22日までパブリック・コメントを実

施しております。ワークショップなどの県民の

皆さんが参加する行事等を実施し、県民の皆さ

んや市町村のご意見を踏まえながら、条例案の

策定に向けた検討を行ってまいりたいと考え

ております。

本日は、パブリック・コメントのパンフレッ

トもお手元に配布させていただいております

ので、ぜひご意見をお寄せくださるようお願い

します。

説明は以上でございます。ご清聴ありがとう

ございました。
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３ 質疑

11月８日（木）

質問者Ａ

参加型の自治体行政が求められる理由に

「政府の失敗」がありますが、失敗に対し

て、どういう政府の責任があるのでしょう

か。

牛山久仁彦 明治大学教授

「政府の失敗」は、政府にまかせておい

て起きる失敗、つまり行政が肥大化して住

民の声が届かなくなる、あるいは政府にま

かせた結果、規制が強くなって失敗すると

いうものです。だから、政府にまかせきり

ではなくて、もう少し民間等でやっていこ

うとなるのです。

質問者Ｂ

神奈川県が自治基本条例を制定する必要

性はどこにあるか説明をお願いします。

広域行政課長

条例にすることによって明示することが、

大変大事だと思っています。例えば総合計

画は、将来のまちづくりに欠かせないもの

ですが、法律でつくらなければいけないと

決まっているものではありません。事実、

ないところもあります。知事が代わればい

らないということになったり、あるいは、

行政の都合だけでつくってしまっては、県

民の権利が守られません。条例に位置付け

て県民の権利を守っていくという意味が大

変大きいと思います。また、仮に全市町村

で自治基本条例がつくられたとしても、そ

れは市町村と市町村民との関係ですので、

県と県民、県と市町村の関係のルールは、

きちんとつくっていく必要があると考えて

います。

牛山久仁彦

今のご質問は２つの意味があると思いま

す。ひとつは自治基本条例が自治体にいる

のかということ、もうひとつとは、県に自

治基本条例がいるのかということだと思い

ます。最初のご質問については、講演の中

でお話させていただきました。２つ目につ

いては、県は、戦後、知事が官選から民選

になるまで、完全な自治体ではありません

でした。自治体として県民がコントロール

することになった時に、自治基本条例がい

るかどうかという問題が出てくるのだと思

います。県というものをどう考えるかとい

う非常に大事なご指摘だと思いますので、

ぜひワークショップでご議論いただきたい

と思います。

質問者Ｃ

「国民主権」に対して、「地域主権」と

「地方分権」という言葉があり、同意義的

に使われていますが、少し違うと思います。

先生のお話は、「地域主権」と理解しまし

たが、よろしいでしょうか。

それから、自治体の憲法をつくることが、

県主導で動いている中で、「我々県民が」

という言葉が使われず、「県民の皆さん」

という形で語られてくるところが疑問です。

素案の「国への提案」が「県民が、県を

通じて国に意思表明ができるよう、国に対

して政策及び制度の改善等に関する提案を

積極的に行わなければならないことを定め

る。」となっていますが、これは、私たち

県民が、直接ではなく県を通じて、国に対

して意思表示をするということでよいでし

ょうか。県民の主体性が尊重される形で、

よいことだと思いますが、この文章は、非

常にまぎらわしいと思います。「県民が国

に対して政策及び制度の改善等に関する提

案を」が先に来て、「県を通じて」とした

方がすっきりすると思います。

牛山久仁彦

「分権」というと権限を与えられている

みたいだということで、「地域主権」とい

う言葉は、主権は住民の側、地域の側にあ

るということだと思います。厳密に考えま

すと、主権というのは、国家に存するわけ
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ですが、ただ、それは自治体の住民が、主

体ではないということではありません。自

治基本条例を制定して、自らの自治体をつ

くっていくという意味では、住民は主体で

す。スローガン的に地域主権ということが

言われるのでしょう。

もう１点は、住民が主体的につくってい

るかという問題だと思います。市長や知事

から提案があって、意見を言う余地はない

形でつくられるとしたら、行政主導のそし

りは免れないと思いますが、制定のプロセ

スの中に県民が主体的に議論する場が設け

られて、それが最大限尊重される形で提案

されるならば、誰が提案者であってもいい

と思います。まさに住民主導のプロセスが、

これからどう進んでいくのかということだ

と思います。

広域行政課長

「国への提案」の件につきましては、住

民の方から見ますと、国、県、市町村、そ

れぞれに住民の権利や福祉の向上を図るた

めの制度をつくって欲しいというご意見が

当然出てくるわけです。現在本県でも、国

でなければできないことについて、色々な

機会を捉えて、国に対して働きかけを行っ

ています。ご質問の点については、全くそ

のとおりでございまして、表現方法につい

ては、条文の整理の中で、工夫していきた

いと考えています。
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11月17日（土）

質問者Ｄ

道州制が施行されれば、県はなくなって

しまいます。こういう現状において、県の

自治基本条例をつくる意義は、あまり認め

られないと思います。

企画部次長（広域行政担当）

道州制は、ここ数年になって大変論議が

活発になってきています。ただ、道州制が

実現するまで、まだ相当程度の時間を要す

ることも事実です。その間も、分権改革は、

当然推し進めていかなければならないと思

っております。したがって、道州制の論議

があるから都道府県の自治基本条例が不要

ということには、必ずしもつながらないと

考えておりますし、まさに今、地方分権改

革推進委員会で、道州制の論議とは別に、

地方分権改革を推し進めていくべしという

ことも語られています。そうした中、自治

基本条例の制定も道州制の論議を視野に入

れて、進めていく必要性があると思ってお

ります。

牛山久仁彦

道州制についてですが、道州制と都道府

県合併とは違います。恐らく、国の出先機

関を全部中央省庁から切り離して、州の長

に移管することになり、中央政府は小さく

なります。これについては、各省庁は、大

きな抵抗があるので、道州制の実現には、

かなり時間を要する可能性があるわけです。

また、都道府県より大きくなったら、ます

ます自治はできないという議論もあります。

こういう状況の中、私は都道府県が自治基

本条例を考えていくことは、当面よいので

はないかと思っています。

質問者Ｅ

自治体間競争の時代であると同時に、私

は、自治体共存時代ではないかと思ってい

ます。ゴミ処理や産廃の問題、あるいは資

源保全の問題のように、競争より、むしろ

共存で対応しないといけない問題が多々出

てきていると思います。

第２点は、例えば大和市の場合、市民自

治区というのがありましたが、実践的な条

例にするためには、県においては、どうい

う仕組みが必要であるのかを牛山先生にお

教えいただければと思います。

また、ＮＰＭ理論がどういうものか、わ

かりやすく説明いただければと思います。

次に、県に対する質問ですが、誰が読ん

でもわかる内容でなくてはいけないと思い

ます。高校生に対して、どういう形でアプ

ローチをして、議論を吸い上げるのか、お

聞きします。

また、例えばＲＤＤ（Random Digit 

Dialing 電話調査法）のように、最近の

手法を用いて、県民の意向を吸い上げてい

くことが必要ではないかと思います。

牛山久仁彦

自治体間競争の時代に対して共存の時代

というのは、本当に高い理念、考え方であ

ると思います。確かに、自治体が、国民が

安全安心に暮らせるように支え合っていく

のは当然であると思います。ただ、今まで

と変わってきた面ということで、いい意味

で、競争をしていくということがあります。

例えば、神奈川県がこうやって自治基本条

例について皆さんと議論をして頑張るのを

見ていて、他の自治体も頑張るという意味

での競争です。

理念条例か実践条例かという点について

ですが、理念も入ってくると思いますが、

実践的にも使えるものでなくてはいけませ

ん。市町村が県政に対して意見を述べたり、

県が市町村に何か言う場合のルールをどう

書いていくかということが考えられます。

また、地域機関にいる県庁職員が、住民と

どう接して、仕事していくかは、市町村と

同じように考えられる部分があると思いま

す。このように、検討すべきポイントは結

構あると思います。

ＮＰＭ（New Public Management）とは、

新しい公共経営術という言葉です。集権の

システムでは、国が考えて、県や市は、去
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年と同じようにやって、管理していればよ

かったのです。しかし、自治体も自分たち

で考えなければいけなくなり、去年と違う

経営、民間的な発想で行政運営をすること

が、地方分権の時代の中で求められてきた

のです。

企画部次長（広域行政担当）

まず、どなたも読んでわかりやすい条例

の規定にすべしという点については、ご指

摘ごもっともと思っています。条例は法規

範で、法令上の用語は決まっていますので、

条例そのものの規定ぶりは一定の限界がご

ざいます。ただ、よりわかりやすく、かみ

砕いた形のパンフレット等を、自治基本条

例が制定された時には、お示ししていくこ

とが大切だと思っております。高校生向け

に、今後、どのような形で対応できるかと

いうことは、ご指摘を承って検討していき

たいと思っています。

ＲＤＤがどういう調査の手法かというの

は、後程調べさせていただきたいと思いま

すが、正にこういった、フェイス・トゥ・

フェイスの関係で県民の皆様の率直な疑問、

意見に対して一問一答形式で答える方法も、

大変重要な取組みとして位置付けておりま

す。

追記

ＲＤＤ調査については、本条例が多

分に理念的な内容の条例ですので、電

話で、短時間のうちに理解し回答して

いただくのは難しいと考えています。
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Ⅲ グループ討議




  

  

 

  

          

 

 

 

 

   

 

 

 
  

 

 

  
  

 
  

  
 

 

 
  

 

 

  

  

 

 

  

  

  

 

 

 

１	 グループ討議の進め方

（１）役割

区 分 役 割

参加者 ワークショップの主役であり、進め方のルー

ルに従って意見を出し、討議します。

ファシリテーター グループ討議の進行役等を務めます。

(２）進め方のルール
ア 時間厳守

・	 参加者全員が発言できるように、１回の発言時間は長くならない

ようにしましょう。

イ	 お互いの発言の尊重
・	 お互いの発言を尊重して、他の人の発言を否定するのではなく、

疑問点や理解できない点を質問するようにしましょう。

・	 特定の個人や団体等を誹謗中傷する発言は行わないでください。

ウ	 進行への協力
・	 討議時間中は、ファシリテーターの指示に従い、討議のスムーズ

な進行にご協力ください。

(３）内容

導入 

○	 自己紹介 

○	 グループ討議結果発表の際の発表者の選出

ねらいの説明

グループ討議 

○	 論点についての意見を付箋に記入（１枚に１つ） 

○	 意見を発表し、付箋を模造紙に貼付 

○	 意見について順番に討議

意見整理

結果確認
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２ グループ討議の結果

グループ討議では、各参加者から出された意見について、類型化できる

ものは類型化し、類型名をつけて整理していただきました。以下、討議の

ねらいと、模造紙に意見を整理していただいた結果を掲載します。

注：掲載に際しては、記録された言葉をできるだけ忠実に記載するよう努めましたが、説明

が不足するものについては若干言葉の追加等を行いました。

11月８日（木）

【情報提供・公開について】
＜ねらい＞

ま ず 日 頃 、 ど の よ う に 県 政 情 報 に 接 し て い る か を 入 り 口 に 、 県 で 何 が 行 わ

れ て い る か を 知 ら さ れ な け れ ば 、 県 政 に 関 わ る こ と が で き な い と い う 問 題 意

識 か ら 議 論 を 始 め 、 情 報 提 供 ・ 公 開 の 方 法 に つ い て 話 し 合 う こ と を ね ら い と

し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ 県 政 に 参 加 し 、 意 見 を 言 う た め に 、 ど ん な 情 報 が 提 供 ・ 公 開 さ

れ る こ と が 必 要で す か ？

次 の よ う な 情 報 が 必 要 だ と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

県 幹 部 及 び 県 議 員 の

公 費 扱 い の 活 動 、

行 動 の 詳 細

予 算 の 策 定 途 上 の 情 報

予 算 策 定 の プ ロ セ ス

む だ 使 い の チ ェ ッ ク の た め 、

税 金 の 使 い 道 の 詳 細 に つ い て

の 情 報

支 出予 算

医 療 ・ 福 祉

福 祉 に つ い て の 情 報

医 療 費 、 特 に 高 齢 者 の 負 担 増 加 に つ い て の 情 報

介 護 へ の 支 出 に つ い て の 情 報

事 業

仕 事 （ 事 業 や 政 策 ） の 内 容 を

チ ェ ッ ク で き る よ う な 、 費 用 ・ 効 果

な ど の 情 報

事 業 の 効 果 、 見 直 し に つ い て の 情 報

情 報

現 在 、 話 題 に な っ て い る こ と に つ い て の 情 報

自 分 の 住 む 地 域 に 関 連 の あ る 企 画 ・ 事 業 計 画 等 に

つ い て の 情 報

道 路 や 河 川 改 修 等 、 自 然 を 変 え て し ま う よ う な も

の は 、 早 く 情 報 が 提 供 ・ 公 開 さ れ る こ と が 必 要

県 と し て 、 環 境 問 題 に つ い て の 情 報 が 提 供 ・ 公 開

さ れ る こ と が 必 要

基 地 問 題

基 地 返 還 、 防 音 対 策 に つ い て の 情 報

基 地 費 用 の 見 え に く い 出 費 額 に つ い

て の 情 報

科 学 立 県

科 学 施 設 の 公 開 が 、 事 務 的 で は

な く 、 さ れ る こ と が 必 要

科 学 へ の 支 出 に つ い て の 情 報
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論 点 ２ 県 が ど の よ う な 方 法 で 情 報 提 供 ・ 公 開 を 行 え ば 、 あ な た は 使

い や す い 情 報 を入 手 し やす く な る でしょ う か ？

次 の よ う な 方 法 が よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

「 県 の た よ り 」 に 、 県 の 情 報 を イ ン

タ ー ネ ッ ト で 見 て も ら う よ う 呼 び か

け る コ ー ナ ー を つ く る

「 県 の た よ り 」

「 県 の た よ り 」 等 広 報 誌 を 主 体 と す

る 情 報 提 供 ・ 公 開 を 行 う

「 県 の た よ り 」 を 市 の 広 報 と 同 時 に

各 戸 配 布 す る

「 県 の た よ り 」 の 編 集 方 針 を 変 更

し 、 見 出 し を 工 夫 す る

「 県 の た よ り 」 に つ い て 、 広 告 を と

っ て 頁 数 を 増 や し 、 字 を 大 き く す る

広 報 誌 を 自 治 会 宅 配 に す る

置 き 場 所

公 民 館 、 市 の ボ ラ ン テ ィ ア 施 設 等 に 置 く

情 報 誌 を 公 共 施 設 だ け で な く 民 間 に も 置 く

県 民 の 意 見 を 問 う 必 要 が あ る も の は 、 置 く

場 所 を 増 や す

イ ン タ ー ネ ッ ト

イ ン タ ー ネ ッ ト ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 情 報 提

供 は 、 検 索 が 容 易 に で き る よ う 工 夫 す る

ホ ー ム ペ ー ジ の 見 出 し 、 項 目 の 充 実

イ ン タ ー ネ ッ ト で の 利 用 者 の デ ー タ は 、 課

ご と に カ ウ ン ト で き る よ う に す る

テ レ ビ

Ｔ Ｖ Ｋ テ レ ビ 、 地 域 有 線 テ レ ビ で

情 報 が 入 手 で き る よ う に す る

県 の た よ り と は 別 に 、 イ ベ ン ト 、 事 業

ご と の 個 別 の チ ラ シ 、 独 自 の チ ラ シ を

作 り 視 覚 効 果 を 上 げ る

イ ベ ン ト

他

電 子 メ ー ル 、 Ｆ Ａ Ｘ 等 に よ る 個 人 的 な 情 報

公 開 要 求 に 対 し て 、 タ イ ム リ ー に 情 報 を

提 供 す る

情 報 の た て 型 伝 達 で は な く 横 型 伝 達 を 行 う

双 方 向 性 の あ る 方 法 で 情 報 提 供 ・ 公 開 を 行 う
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【県民の県政参加について】
＜ねらい＞

住 民 は 選 挙 を 通 じ て 自 治 体 に 関 わ る が 、 そ れ だ け で よ い の か 、 も っ と 日 頃

か ら 県 政 に 意 見 を 反 映 さ せ る こ と は で き な い の か 、 例 と し て パ ブ コ メ の 取 組

み な ど を 導 入 的 に 紹 介 し 、 県 政 へ の 参 加 に つ い て 議 論 す る こ と を ね ら い と し

て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ 県 が ど の よ う な 参 加 の 方 法 や 機 会 を も う け れ ば 、 あ な た は 意

見 ・ 提 案 を 県 に言 い や すく な る で しょう か ？

次 の よ う な 方 法 や 機 会 が よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

論 点 ２ 寄 せ ら れ た 意 見 や 提 案 に 対 し て 、 県 は ど の よ う に 対 応 す る の が

よ い で し ょ う か？

常 に 情 報 を

メ ー ル や イ ン タ ー ネ ッ ト 等 で 参 加 で き

る よ う 通 信 体 制 を 整 備 す る

早 く 情 報 を 公 開 す る

メ ル マ ガ を 配 信 す る

連 携

市 町 村 と の 連 携 を も っ と 良 く す る

市 町 村 の 窓 口 を 強 化 す る

知 識

「 県 政 勉 強 会 」 制 度 を 設 置 す る

協 力

県 も 、 市 町 村 の よ う に 情 報 発 信 を す る

公 募

政 策 委 員 等 の 委 員 に 多 く の 県 民 が 参 加

で き る よ う に す る

姿 勢

生 活 者 の 意 見 を き く 姿 勢 を も つ 会 議 や 説 明 会 で 質 問 を 打 ち 切 ら な い よ

う に す る

時 間

次 の よ う に 対 応 す る と よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

回 答

本 人 に 迅 速 か つ 誠 実 な 回 答 を す る

意 見 ・ 提 言 を 受 け 入 れ る

意 見 ・ 提 言 と そ の 回 答 を 公 表 す る

生 か さ れ た 提 言 等 を 紙 で も 公 表 す る

県 の 広 報 を 充 実 す る

広 報 誌 等 の 編 集 委 員 を 県 民 か ら 公 募 す る

評 価

県 政 に 対 す る 県 民 の 評 価 制 度 を 設 置 す る
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【市町村等との関係から県の役割について（Ａ）】
＜ねらい＞

一 般 的 な 参 加 者 に は 、 県 の 役 割 を 正 面 か ら 議 論 す る の で は 難 し く 、 ま ず 自

ら に 身 近 な 市 町 村 と の 関 係 や 他 県 と の 連 携 協 力 か ら 県 の 役 割 に つ い て 議 論 す

る こ と を ね ら い と し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ あ な た に 身 近 な 市 町 村 が 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 総 合 的 に 行 政 サ

ー ビ ス を 提 供 で き る よ う に す る た め に は 、 県 は 何 を 行 う の が よ

い と 思 い ま す か？

次 の よ う な こ と を 行 う と よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

市 町 村 の 能 力 ・ 特 色 の 把 握 市 町 村 間 の 調 整

効 率 的 な 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 を 実 施 で き

る よ う 、 市 町 村 の 同 種 の 「 実 情 」 の 調 整

市 町 村 の 相 反 す る 「 実 情 」 の 調 整

福 祉 に つ い て 、 市 町 村 と 県 の 役 割 の 調 整

役 を 担 う こ と

市 町 村 と の ワ ー ク シ ョ ッ プ

財 源 の 移 譲

県 北 ・ 県 西 地 域 に お け る

交 通 ア ク セ ス の 改 善

権 限 の 移 譲

地 域 間 の 交 通 の 利 便 性 を 高 め る

た め 、 鉄 道 整 備 の 充 実

屋 外 広 告 の 取 締 り の 権 限 の 移 譲

民 有 林 の 保 全 の 権 限 の 移 譲

河 川 の 環 境 保 全 の 条 例 づ く り の 権 限 の

移 譲

不 法 投 棄 の 防 止 条 例 の 権 限 の 移 譲

耕 作 放 棄 地 対 策 の 権 限 の 移 譲

有 害 図 書 の 撤 去 権 限 の 移 譲

事 業 の 民 間 へ の 移 譲

区 画 整 理 事 業 の 権 限 の 移 譲

行 政 の コ ス ト パ フ ォ ー マ ン ス を

高 め る た め 、 権 限 移 譲 の 分 散 と

集 中 を 行 う こ と

環 境 （ 特 に 水 資 源 ） の 保 護

環 境 問 題 に 関 す る 調 整 等

車 関 連 の 公 害 対 策 の 近 隣 県 へ の 働 き か け

教 員 の 指 導

公 共 の 役 割 の 明 確 化

27




  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 
 

論 点 ２ 県 が 、 広 域 的 な 視 点 か ら 他 の 複 数 の 県 と 連 携 協 力 し て 、 解 決 す

る こ と の で き る 課 題 に は 、 ど の よ う な も の が あ る と 思 い ま す

か ？

次 の よ う な も の が あ る と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

自 然 環 境 の 保 護

水 ・ 森 林 な ど の 環 境 の 保 全

治 山 （ 森 林 涵 養 を 含 む ）

河 川 の 水 源 環 境 の 保 護

環 境 保 護 の た め の 規 制

大 気 汚 染 防 止 の た め の 規 制

排 ガ ス 規 制

河 川 ・ 森 林 の 県 境 に つ い て

の 話 し 合 い

治 水

道 路 交 通 体 系 の 整 備

大 消 費 地 な ど へ の 港 湾 、 空 港 等 物 流

経 路 の 整 備

救 急 医 療 の 連 携 体 制 の 構 築 防 疫 ・ 保 健 衛 生

広 域 大 規 模 開 発 観 光 資 源 に 関 す る こ と

地 震 、 風 水 害 な ど の 防 災 対 策 広 域 の 防 犯 対 策

ス ポ ー ツ 、 文 化 に よ る

市 民 相 互 交 流 の 促 進
県 の 統 合 、 県 境 の 撤 廃
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【市町村等との関係から県の役割について（Ｂ）】
＜ねらい＞

一 般 的 な 参 加 者 に は 、 県 の 役 割 を 正 面 か ら 議 論 す る の で は 難 し く 、 ま ず 自

ら に 身 近 な 市 町 村 と の 関 係 や 他 県 と の 連 携 協 力 か ら 県 の 役 割 に つ い て 議 論 す

る こ と を ね ら い と し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ あ な た に 身 近 な 市 町 村 が 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 総 合 的 に 行 政 サ

ー ビ ス を 提 供 で き る よ う に す る た め に は 、 県 は 何 を 行 う の が よ

い と 思 い ま す か？

次 の よ う な こ と を 行 う と よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

人 的 、 金 銭 的 支 援 、

サ ー ビ ス の 提 供

市 町 村 へ の 人 的 、 金 銭 的 支 援

重 要 地 域 へ の 財 源 の 配 分

障 害 者 へ の サ ー ビ ス の 提 供

サ ー ビ ス の 供 給 が 一 定 水 準 に な る よ

う 、 補 完 的 に サ ー ビ ス を 供 給 す る こ と

権 限 移 譲 、 情 報 の 共 有

河 川 や 道 路 に つ い て 、 市 と 国 の 役 割 も 県

が 担 う こ と

生 活 関 連 領 域 に お け る 連 携 し た 行 政 サ ー

ビ ス の 提 供

同 じ 又 は 類 似 す る 内 容 の 取 組 み 、 政 策 を

行 う 市 町 村 の 連 携 を 促 進 す る た め 、 意 見

交 換 や 情 報 共 有 の シ ス テ ム 構 築 を 行 う

こ と

一 緒 に や っ た 方 が 効 率 的 な 政 策 に つ い

て 、 広 域 で 大 規 模 に 実 施
情 報 、 実 情 の 把 握

基 礎 自 治 体 の 実 情 、 課 題 の 把 握

実 態 が 把 握 で き る シ ス テ ム の 構 築

市 町 村 へ の 情 報 提 供

地 域 に 存 在 す る 活 動 団 体 の 交 流 の 場

づ く り

市 町 村 の 意 見 を 県 の 大 き な 政 策 の 方 向

へ 反 映 さ せ る こ と

経 済 活 動 の 広 域 化 と 連 携 の 促 進

消 費 者 行 政 に つ い て 、 殊 に 苦 情 の 情 報

交 換 を 行 い 、 サ ー ビ ス 提 供 を 一 元 化

里 山 の み ど り 保 全 、 水 の 浄 化 の た め の 取

組 み に つ い て 、 県 と 市 の 協 力 体 制 を 構 築

役 割 分 担

高 齢 者 対 策 に つ い て の 役 割 分 担

そ の 他

教 育 行 政 に つ い て 、 市 と の 協 力 関 係 づ く り

学 童 保 育 、 保 育 施 設 な ど 、 子 育 て に 関 す る

こ と

具 体 は 市 町 村 が 決 め ら れ る 様 に 、 画 一 的 で

は な い 、 大 枠 を 示 す 様 な 制 度 に す る こ と

法 改 正 等 の 国 へ の 働 き か け

29




  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

論 点 ２ 県 が 、 広 域 的 な 視 点 か ら 他 の 複 数 の 県 と 連 携 協 力 し て 、 解 決 す

る こ と の で き る 課 題 に は 、 ど の よ う な も の が あ る と 思 い ま す

か ？

次 の よ う な も の が あ る と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

地 域 の 活 性 化

植 林 に よ る 緑 化 、 伐 採 に よ り 山 を 守 り 、

林 業 や 動 物 の 保 護 に よ る 地 域 の 活 性 化 を

行 う こ と

東 京 湾 周 辺 の 道 路 整 備

東 京 等 の 県 外 や 海 外 か ら の 企 業 誘 致

観 光 に よ る 地 域 の 活 性 化

海 の 動 線 を 利 用 し 、 漁 業 に よ る 地 域 の 活

性 化 を 行 う こ と

イ ベ ン ト 、 Ｐ Ｒ 活 動 、 県 外 と の 協 力 に よ

り 、 農 業 に よ る 地 域 の 活 性 化 を 行 う こ と

助 成 の 違 い の あ る 私 学 ・ 公 立 学 校 の

情 報 交 換 の 促 進

教 育

遠 方 の 山 村 留 学 に 関 す る こ と

青 少 年 を 皆 ま も る こ と

教 育 に つ い て の 地 域 間 競 争 に 関 す る

こ と

得 意 分 野 の 研 究 、 シ ン ク タ ン ク の 整 備

防 災

地 震 の 際 の 遠 方 と の 連 携 に よ る 帰 宅 難 民

対 策

防 災 の た め の 他 県 と の 連 携

防 災 の た め の 海 路 の 活 用

防 災 の た め の ド ク タ ー ヘ リ の 活 用

防 災 に つ い て の 東 京 都 と の 協 議

環 境

ゴ ミ の 分 別 や 処 理 施 設 の 高 度 化 に

関 す る こ と

川 の 上 流 と 下 流 の 環 境 問 題

大 気 汚 染

そ の 他

医 療 に 関 す る こ と 基 地 対 策
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【地域課題の解決の仕方について】
＜ねらい＞

従 来 の 陳 情 ・ 要 求 型 の 関 わ り 方 だ け で よ い の か を 提 起 し 、 地 域 課 題 の 解 決

＝ 自 治 の あ り 方 、 担 い 手 な ど 、 個 別 制 度 ・ 手 続 で は な く 、 総 論 的 な 議 論 を す

る こ と を ね ら い と し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ あ な た が 住 む 地 域 で の 課 題 の 解 決 の た め に 、 ま ず あ な た 自 身 や

あ な た の 家 族 、 ま た 自 治 会 や 町 内 会 で で き る こ と は あ り ま す

か ？

次 の よ う な こ と が あ る と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

ｆ ａ ｃ ｅ ｔ ｏ ｆ ａ ｃ ｅ の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

地 域 住 民 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 促 進

み ん な で 話 し 合 う 場 づ く り

年 令 差 の あ る 人 た ち に よ る 地 域 生 活 に つ い て の

話 し 合 い

開 か れ た 自 治 会 に す る こ と

町 内 会 行 事 へ の 参 加 協 力

生 活 衛 生 環 境 の 整 備

ゴ ミ 問 題 な ど の 環 境 問 題 や 、 防 犯 、 交 通 問 題

な ど 住 民 間 で 利 害 関 係 が 生 じ ず 、 受 益 、 不 受

益 の 差 が で な い こ と

防 犯 問 題 解 決 の た め に パ ト ロ ー ル に 参 加 す る

こ と

身 近 な 公 園 整 備 へ の 参 加

開 発 問 題 反 対 運 動 へ の 参 加

ワ ー ク シ ョ ッ プ へ の 参 加

関 心 を 持 つ 人 を 集 め 、 課 題 を 共 有

す る こ と

課 題 と し て 取 り 上 げ 、 共 有 す る

こ と

自 発 的 に 課 題 解 決 の 意 欲 を も つ

こ と

課 題 に つ い て の 情 報 を 集 め る こ と

他 の 地 域 と の 先 行 事 例 等 の 情 報

交 換

課 題 に つ い て 勉 強 す る こ と

専 門 家 の 意 見 を き く こ と

意 見 を ま と め て 自 治 体 や 企 業 等 に

も っ て い く こ と

ル ー ル づ く り
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論 点 ２ あ な た が 住 む 地 域 で の 課 題 を 解 決 す る た め に 、 市 町 村 や 県 で な

く て は 、 で き ない こ と には ど の よ うなも の が あ り ま すか ？

次 の よ う な こ と が あ る と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

県 が 、 調 査 の 上 、 助 言 ・ 支 援 を 行 い 、 市 町

村 格 差 を 解 消 す る こ と

お 金 （ 費 用 ） が か か る こ と

マ ン シ ョ ン 建 設 や 新 駅 設 置 な ど 、 利 便 性 、

受 益 性 の 点 で 、 住 民 間 で 紛 争 の 生 じ る 恐 れ

が あ る こ と

騒 音 ・ 駐 車 ・ ゴ ミ 等 の 問 題 の 話 し 合 い

の 場 づ く り

開 発 に つ い て の 話 し 合 い の 場 づ く り

法 律 に 関 す る こ と

制 度 に 関 す る こ と

計 画 、 政 策 に 関 す る こ と

制 限 を 加 え る 条 例 ・ ル ー ル を つ く る こ と

防 犯 の た め の 交 番 の 新 設

都 市 と し て の イ ン フ ラ 整 備

景 観 条 例 の 制 定

広 域 な ま ち づ く り

「 市 民 と の 協 働 に よ る 自 治 」 に つ い て の

広 報 ・ 啓 蒙

法 や 条 例 を で き る だ け 拡 大 解 釈 し た 柔 軟

な 対 応

市 に よ る 出 前 講 座
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11月 17日（土）

【情報提供・公開について】
＜ねらい＞

ま ず 日 頃 、 ど の よ う に 県 政 情 報 に 接 し て い る か を 入 り 口 に 、 県 で 何 が 行
わ れ て い る か を 知 ら さ れ な け れ ば 、 県 政 に 関 わ る こ と が で き な い と い う 問
題 意 識 か ら 議 論 を 始 め 、 情 報 提 供 ・ 公 開 の 方 法 に つ い て 話 し 合 う こ と を ね
ら い と し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ 県 政 に 参 加 し 、 意 見 を 言 う た め に 、 ど ん な 情 報 が 提 供 ・ 公 開

さ れ る こ と が 必 要 で す か ？

次 の よ う な 情 報 が 必 要 だ と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

税 金

教 育 に つ い て の 税 金 の 使 い 方

大 型 施 設 の 利 用 と 維 持 費 に つ い て の 情 報

民 間 委 託 の 情 報

予 算 が 10 億 円 又 は ５ 億 円 を 超 え る も の

に つ い て の 情 報

少 子 化 に 伴 う 廃 校 利 用 に つ い て の 情 報

県 議 会

県 議 会 の 議 事 、 議 員 の 意 見 や 議 会 前 の

発 言 等 に つ い て の 情 報

議 会 を 傍 聴 す る 人 へ の 情 報 提 供 の 配 慮

危 険 情 報

災 害 （ 地 震 ・ 水 害 ・ 火 災 ）
の 情 報

医 療

専 門 の 医 療 を 受 け ら れ る 病 院 に つ い

て の 情 報

薬 害 の 情 報

地 域 間 格 差

都 市 部 と 県 西 部 で は 色 々 な 分 野 で 格

差 が 大 き い た め 、 地 域 間 格 差 に つ い

て の 情 報

環 境 保 護

水 源 地 の 保 護 の 為 、 シ カ に よ る 食 害

の 情 報

開 発 計 画
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論 点 ２ 県 が ど の よ う な 方 法 で 情 報 提 供 ・ 公 開 を 行 え ば 、 あ な た は 使

い や す い 情 報 を 入 手 し や す く な る で し ょ う か ？

次 の よ う な 方 法 が よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

現 場 視 察 の 義 務 づ け

職 員 が 年 間 、 何 日 か 現 地 に 出 向 く

学 校 ・ 病 院 ・ 会 館 等 で 情 報 提 供 す る

法 人 向 け 情 報 の 独 立

県 ホ ー ム ペ ー ジ を 県 民 向 け と 法 人 向 け

に 分 け る

法 人 （ 事 業 者 ） 向 け 県 の た よ り を 年 ２

回 程 度 作 り 、 法 人 会 、 商 工 会 議 所 等 を

経 由 し て 送 付 す る
住 民 本 位 の 情 報 提 供

情 報 公 開 の 窓 口 を 分 か り や す く す る

住 民 本 位 の 問 題 別 の 情 報 分 類 を 行 う

出 張

そ の 場 で 意 見 の や り と り が で き る よ う 、

職 員 が 地 域 の 公 民 館 に 行 く

土 ・ 日 曜 日 や 平 日 の 夜 間 等 の 時 間 帯 に 、

職 員 が 行 く

イ ン タ ー ネ ッ ト の
即 時 性 と 利 便 性 の 活 用

イ ン タ ー ネ ッ ト を 通 じ て 結 果 ・ 手 続

等 の 情 報 を 提 供 す る

個 人 情 報 も 本 人 と 分 か れ ば 、 ネ ッ ト

な ど で 公 開 し て も ら え る よ う に す る

情 報 提 供 審 査 会 の 設 立

情 報 提 供 審 査 会 （ 第 3者 機 関 ） を 設 立 し

活 用 す る
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【県民の県政参加について】
＜ねらい＞

住 民 は 選 挙 を 通 じ て 自 治 体 に 関 わ る が 、 そ れ だ け で よ い の か 、 も っ と 日
頃 か ら 県 政 に 意 見 を 反 映 さ せ る こ と は で き な い の か 、 例 と し て パ ブ コ メ の
取 組 み な ど を 導 入 的 に 紹 介 し 、 県 政 へ の 参 加 に つ い て 議 論 す る こ と を ね ら
い と し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ 県 が ど の よ う な 参 加 の 方 法 や 機 会 を も う け れ ば 、 あ な た は 意

見 ・ 提 案 を 県 に 言 い や す く な る で し ょ う か ？

次 の よ う な 方 法 や 機 会 が よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

地 区 ・ 地 域

県 よ り 出 向 い て 身 近 な 所 で 集 会 を 行 う

町 内 等 で 意 見 を ま と め る シ ス テ ム を

つ く る

自 治 会 ・ 老 人 ク ラ ブ ・ ボ ラ ン テ ィ ア 団 体

等 か ら 参 加 す る 機 会 を 設 け る

シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー 、 駅 前 等 の 公 開 の

場 で の ミ ー テ ィ ン グ を 行 う

地 区 別 集 会 、 出 前 講 座 等 で 意 見 を 吸 い 上

げ る

知 事 へ の 手 紙 や 意 見 箱 を 身 近 な 所 へ 多 く

設 置 す る

情 報 ・ 知 識 の 習 得 、 発 信

Ｔ Ｖ 等 メ デ ィ ア の 広 報 番 組 で 意 見 を

発 信 す る

ｅ - か な ネ ッ ト ア ン ケ ー ト を 積 極 的

に 活 用 す る

県 政 モ ニ タ ー が 自 由 に 意 見 を 言 え る

よ う に す る

「 県 政 ア ド バ イ ザ ー 」 （ 仮 ） を 委 嘱

す る

県 民 の 声

県 民 の 声 を 聞 く 専 用 窓 口 を 設 置 す る

制 度 の ネ ー ミ ン グ を 工 夫 す る

情 報 公 開 方 法

時 間 ・ 場 所 に 関 係 な く 情 報 を 入 手

す る 機 会 を 提 供 す る

図 書 館 の シ ス テ ム を 利 用 し た 情 報

提 供 を 行 う

情 報 提 供 の 手 順 ・ 方 法 を 統 一 す る
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論 点 ２ 寄 せ ら れ た 意 見 や 提 案 に 対 し て 、 県 は ど の よ う に 対 応 す る の

が よ い で し ょ う か ？

次 の よ う に 対 応 す る と よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

聞 く

意 見 や 提 言 を 集 約 し て 県 政 に 反 映 す る

意 見 や 提 案 を ま と め て 県 民 に も や り 方 を

聞 く

定 期 的 に 県 民 の 意 見 を 集 約 す る 機 会 を

作 る

回 答 の 開 示 方 法

意 見 ・ 提 案 お よ び そ の 回 答 を 開 示 す る

イ ン タ ー ネ ッ ト を 大 い に 活 用 し て 回 答

を 見 易 く 開 示 す る

自 治 会 場 、 集 会 場 で 回 答 を 開 示 す る

「 県 の た よ り 」 に 意 見 、 回 答 、 そ の

理 由 を 全 て の せ る

優 れ た 提 案 に 対 す る 評 価 制 度 を つ く る

回 答 文 書 に ア ン ケ ー ト を つ け 、 回 答

内 容 に つ い て の 満 足 度 を 評 価 す る

回 答 期 間 ・ 内 容

質 問 者 に 直 接 回 答 す る

出 来 な い も の で も 、 そ の 旨 を 回 答 す る

回 答 ま で の 期 間 を 事 前 に 明 示 す る

担 当 部 門 で お し つ け 合 う こ と の 無 い よ

う 、 要 求 先 を 指 定 す る

責 任 を 意 識 し た 回 答 を す る

県 民 投 票

次 の よ う な 意 見 が 出 さ れ ま し た

必 要 性

県 民 が 直 接 意 見 を 言 え る 県 民 投 票 制 度 を

根 づ か せ る べ き

す ぐ に 結 果 が 反 映 さ れ な く て も 地 域 の 意 思

表 明 と し て あ っ て も い い

間 接 民 主 主 義 で 問 題 な い

費 用 対 効 果 を 考 え る こ と が 必 要

対 象 事 項

投 票 の 対 象 事 項 と 国 の 法 律 と の

関 係 の 整 理 が 必 要

36




  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市町村等との関係から県の役割について】
＜ねらい＞

一 般 的 な 参 加 者 に は 、 県 の 役 割 を 正 面 か ら 議 論 す る の で は 難 し く 、 ま ず
自 ら に 身 近 な 市 町 村 と の 関 係 や 他 県 と の 連 携 協 力 か ら 県 の 役 割 に つ い て 議
論 す る こ と を ね ら い と し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ あ な た に 身 近 な 市 町 村 が 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 総 合 的 に 行 政

サ ー ビ ス を 提 供 で き る よ う に す る た め に は 、 県 は 何 を 行 う の

が よ い と 思 い ま す か ？

次 の よ う な こ と を 行 う と よ い と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

実 態 の 把 握

足 を 使 っ て 最 低 限 ２ ケ 月 に １ 回 市 町 村

を 訪 問 し 生 の 情 報 を 収 集 す る こ と

市 町 村 の ゴ ミ 問 題 、 焼 却 施 設 の 格 差 、

公 害 ・ 環 境 問 題 に つ い て の 実 態 の 把 握

高 齢 化 に よ り 農 業 の 継 続 が 困 難 と い う

地 域 実 情 の 把 握

外 国 人 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が 不 足

し 、 積 極 的 参 加 が 必 要 と い う 地 域 実 情

の 把 握

情 報 の 集 約 、 提 供 、 共 有 化

情 報 の 提 供

業 務 を 市 町 村 へ 依 頼 す る 時 、 目 的 、 方 法

を 周 知 し 、 結 果 を フ ィ ー ド バ ッ ク す る

こ と

情 報 提 供 に つ い て 、 冊 子 類 の ダ ブ リ が

多 数 あ り 、 印 刷 を 含 め 無 駄 だ と 思 う

ア ン テ ナ が あ る 人 と 無 い 人 が い る た め 、

情 報 提 供 は ２ 、 ３ の 方 法 で 行 う こ と

権 利 の 調 整

調 整 、 助 言 、 提 案

複 数 市 町 村 の 実 情 を 踏 ま え た 政 策 目 標

の 設 定 ・ 提 案 ・ 財 政 支 援 ・ 広 域 調 整

地 域 差 を ど う 解 決 し 、 補 完 す る か に つ い

て 、 ど こ ま で 県 が 市 町 村 に 口 出 し し て い

い の か と い う 問 題 は あ る が 、 課 題 を 掘 り

起 こ し 、 国 へ 対 策 を 要 望 す る こ と

県 と 市 町 村 は 対 等 で あ り 、 役 割 ・ 責 任

分 担 を 明 確 化 す る こ と

チ ェ ッ ク シ ス テ ム の 構 築

市 町 村 が 県 を 、 県 が 国 を 、 国 が 市 町 村

を 監 査 す る シ ス テ ム の 構 築

行 政 的 市 民 オ ン ブ ズ マ ン が 必 要

県 税 使 用 に つ い て ド ラ イ に 接 し 甘 や か

し を 厳 禁 す る こ と

人 材 育 成

教 職 員 や 介 護 に 関 す る 人 材 養 成 ・

育 成 、 人 事 交 流 を 行 う こ と

37




  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論 点 ２ 県 が 、 広 域 的 な 視 点 か ら 他 の 複 数 の 県 と 連 携 協 力 し て 、 解 決

す る こ と の で き る 課 題 に は 、 ど の よ う な も の が あ る と 思 い ま

す か ？

次 の よ う な も の が あ る と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

空 気 汚 染

県 と し て タ バ コ ・ 灰 等 の 規 制 の 検 討

や 、 広 域 課 題 対 策 を 行 う 際 、 他 府 県

へ 呼 び か け る こ と

大 気 等 の 越 境 汚 染 対 策

ゴ ミ

外 灯 設 置 等 に よ る 民 有 地 の 不 法 投 棄 対 策

水

水 源 環 境 の 保 護 、 水 質 汚 染 対 策 の 充 実

災 害

災 害 時 の 即 時 対 応

災 害 時 に 臨 時 的 な 公 務 員 の 人 員 確 保 を

行 い 、 役 割 分 担 す る こ と

社 会 資 本

近 隣 資 本 の 活 用

医 療

周 産 期 医 療 、 救 急 医 療 、 ガ ン 医 療 に つ

い て の 医 療 連 携

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 発 生 の 際 の 人 の

移 動 の 制 限

災 害 時 に 勤 務 県 、 居 住 県 関 係 な く 、 集

合 場 所 等 を 設 定 し 、 徹 底 す る こ と

緑 地 減 少 へ の 対 策
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【地域課題の解決の仕方について】
＜ねらい＞

従 来 の 陳 情 ・ 要 求 型 の 関 わ り 方 だ け で よ い の か を 提 起 し 、 地 域 課 題 の 解
決 ＝ 自 治 の あ り 方 、 担 い 手 な ど 、 個 別 制 度 ・ 手 続 で は な く 、 総 論 的 な 議 論
を す る こ と を ね ら い と し て 行 い ま し た 。

＜意見整理結果＞

論 点 １ あ な た が 住 む 地 域 で の 課 題 の 解 決 の た め に 、 ま ず あ な た 自 身

や あ な た の 家 族 、 ま た 自 治 会 や 町 内 会 で で き る こ と は あ り ま

す か ？

次 の よ う な こ と が あ る と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

自 己 決 定 ・ 自 己 責 任 ・ 自 己
負 担 の 原 則 に 基 づ い た こ と

近 接 性 の 原 則 に 基 づ い た こ と

災 害 時 の 要 援 護 者 の リ ス ト
づ く り と 手 助 け

孤 独 死 予 防 の 一 助 と し て 、 元 気
な 高 齢 者 が 弱 い 高 齢 者 と 価 値 観
を 共 有 し 心 の ケ ア を 行 う こ と

Ｎ Ｐ Ｏ 等 と の 連 携 (協 働 )

民 間 ボ ラ ン テ ィ ア の 連 携

ネ ッ ト ワ ー ク 化 は 行 政 が 行 う

こ と

NPO等 と 連 携 し 、 商 店 街 の 整

備 を 行 い 劣 化 し な い よ う に す

る こ と

地 域 の 防 犯 に 関 す る こ と

形 骸 化 し て い る 自 治 会 、 町 内 会 の
再 生 、 コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り

地 域 環 境 の 整 備

地 域 の 防 災 に 関 す る こ と

高 齢 者 等 生 活 弱 者 へ の 支 援

町 内 会 ・ 自 治 会 ・ 老 人 会 、 ご 近 所 で 、 防 災 グ ル

ー プ を つ く る こ と

地 域 の 福 祉 に 関 す る こ と

新 ・ 旧 を 含 め た 新 た な コ ミ ュ ニ テ ィ

モ ラ ル の 低 下 問 題 へ の 対 策

ペ ッ ト 問 題 へ の 対 策

縦 割 り の 横 断 的 総 合 化

市 民 サ ー ビ ス を ワ ン ス ト ッ プ 化

さ せ る こ と

市 民 活 動 団 体 と の 協 働

高 齢 者 の 子 育 て 支 援

お は よ う ボ ラ ン テ ィ ア へ の

Ｐ Ｔ Ａ の 参 画 ・ 連 携

自 治 体 と 自 治 会 の 協 働 に よ る 役 割

自 治 体 と 自 治 会 の 協 働 で 地 域 教 育 ・ 防 犯 ・

防 災 ・ 環 境 ・ 福 祉 に 関 す る 取 組 み を 行 う こ と

行 政 と 民 間 の 関 係 を 、 ア リ バ イ 参 加 の 関 係 か ら

対 等 ・ 協 働 の 関 係 に す る こ と

市 民 の 得 意 な こ と

専 門 家 の 活 用 Ｉ Ｔ に 関 す る こ と

国 際 化 に 関 す る こ と

高 齢 者 等 の 話 を 傾 聴 す
る こ と 、 心 の ケ ア な ど
福 祉 に 関 す る こ と

環 境 に 関 す る こ と

音 楽 に 関 す る こ と ア ー ト に 関 す る こ と
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論 点 ２ あ な た が 住 む 地 域 で の 課 題 を 解 決 す る た め に 、 市 町 村 や 県 で

な く て は 、 で き な い こ と に は ど の よ う な も の が あ り ま す か ？

次 の よ う な こ と が あ る と の 意 見 が 出 さ れ ま し た

条 例 な ど の 大 き な
仕 組 み づ く り

施 設 の 充 実

福 祉 施 設 の 充 実

老 人 ホ ー ム と 子 供 の 遊 び 場 、 複 合 施 設 の 充 実

未 利 用 資 源 の 活 用

産 業 の 振 興

土 地 利 用 の 調 整

地 域 活 性 化 の た め 企 業 誘 致

限 界 産 業 対 策

広 域 の ゴ ミ 処 理

不 法 投 棄 の 解 消

事 業 の 仕 分 け

ア イ デ ィ ア の 実 体 化 、 お 金 の か か る

こ と

公 共 福 祉 の 立 場 か ら 採 算 性 を 無 視 し

て も 行 な わ な け れ ば な ら な い 市 民 の

生 命 、 財 産 を 守 る 仕 事

競 争 原 理 に よ っ て 行 っ た 方 が 効 率 ・

有 効 性 の 高 い 仕 事 を 仕 分 け し 、 小 さ

な 行 政 に す る こ と

市 場 化 テ ス ト 対 象 業 務 を リ ト マ ス

試 験 紙 の よ う に 判 別 の 基 準 と し て 、

事 業 の 仕 分 け を 行 う こ と

環 境 （ 地 球 温 暖 化 防 止 ）
に つ い て の 取 組 み

大 気 汚 染 の 測 定 治 水 、 利 水

水 源 環 境 の 保 全

県 と Ｎ Ｐ Ｏ と の 協 働 事 業 の 推 進

か な が わ ボ ラ ン タ リ ー 活 動 推 進 基 金 21

の 予 算 枠 の 拡 大

国 際 協 力

特 に 介 護 な ど 、 福 祉 に 関 す る こ と

人 権 保 護 、 外 国 人 と の 共 存 の 推 進

防 犯 景 観 に 関 す る こ と
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３ 講評 （牛山久仁彦 明治大学政治経済学部教授）

11月８日（木）

皆さんのグループ討議の結果の報告について、感想を述べさせていただきます。今回のワーク

ショップは、条例の内容や条文をどうするかという話ではなくて、皆さん自身で選んだテーマに

関して具体的な課題を出していただくものでしたので、少し抽象化して、自治基本条例の理念等

へのつながりを整理していくことになると思います。

県民の皆さんが、県行政について意見が言え、議論できることが必要で、そのためには、情報

を知らなくてはいけません。県が保有する情報は、行政だけでなく、県民皆が知ることができな

ければいけないのではないか。それも、決まった後ではなく、早い段階で知らせてもらって議論

するというご意見だと思います。

意見を言うためには、県民の皆さんも勉強しなければいけないということで、県民が自らの意

思で学ぶ勉強会も非常に大事だと思います。審議会や検討会のメンバーが学識者や各種団体代表

だけでよいかどうかは、テーマによると思います。県という大きな自治体では、全てオープンワ

ークショップでやろうとしたら、いつまで経っても行政は動けないし、多額の予算もかかります。

しかし、全県民的に協力を求めたり、政策展開していく場合、一部の学識者等だけの議論ではい

けない大事なこともあると思います。

また、市町村が、市町村民のレベルで、県の権限であっても県に意見が言えて、県が耳を傾け

るという、県と市町村とが連携する仕組みづくりは、新しいテーマであり、難しいかもしれませ

んが、この条例のポイントになると思います。

地域課題の解決の仕方については、非常に難しいテーマだったと思います。コミュニケーショ

ンや情報の共有の問題、情報を早く出して県民とともに考えるというご意見がありました。課題

の解決の方法や議論の仕方について、ご苦労されながらも答を出そうとされていたと思います。

今後も、この条例の検討の動向を注視していただければと思います。

11月17日（土）

情報提供・公開については、県行政又は県議会が保有する情報が、もう少し県民と共有される

こと、具体的には、ホームページや広報広聴のあり方等についてご意見がありました。情報提供

審査会のご提案など、大変楽しく聞かせていただきました。

情報提供・公開を前提として、県政参加があるということで、行政側と県民がともに行政、公

共サービスのあり方を考える集会があるのではないかということでした。

県民の皆さんにしてみると、自分たちも決定に参加するという意味で、県民投票が重要である

が、コストもかかるので、全て県民投票をやればよいというものではないという非常に冷静なご

意見でした。県民投票には、おそらく数十億円はかかるので、県民投票にかけなければいけない

くらい議論が煮詰まって、まとまっていく中でやっていくものだと思います。

県の自治基本条例という点では、やはり市町村との関係をどうするのかです。やはり対等の関

係を市町村との間でつくっていくことが、この条例のポイントになると思います。

県の場合、地域の様々な課題について、市町村とは見方も切り口も違うのではないかと思いま

す。コミュニティ、自治会、町内会というと、市町村の話に聞こえますが、県も考えていかなけ

ればいけないのではないかと思います。例えば、合併した相模原市では、旧町単位で地域自治区

がつくられていますが、県としても、合併後の不安を払拭するためにも、こうした問題とも向き

合いながら、地域自治を考え、市町村に政策的な支援をしていく必要があります。

本日のワークショップでは、本当に住民の目線で議論していただきましたが、もう一度、県の

自治基本条例の素案を眺めてみていただけると、また違った見方や論点が出てくると思います。
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 参考資料
「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案

前文 

○ 条例制定の趣旨、基本的考え方等を明示する。

目的及び基本理念 

○	 県における自治は、県民の意思と責任に基づき、また、市町村の意思に応え、自主的・主体的な県政運営に

より県民が望む地域社会の実現を目指して行われることを基本理念として定める。 

○	 そのために必要な県政運営の基本原則や制度・手続の基本的事項、県民の権利・義務、また知事・職員の責

務等を定めることにより、県民のための県政を確立し、県民の権利の保障と県民福祉の向上を図ることを目的

とすることを定める。

県民の権利及び義務 

○ 基本理念の実現に向け、県民主体の自治を確立するための基本的な県民の権利及び義務として、 

① 県政に参加する権利・責任 

② 県政に関する情報を知る権利 

③ 行政サービスを等しく受ける権利 

④ 費用負担を分担する義務

などを定める。

県政運営の基本原則 

○ 基本理念を実現するために県民が必要だと考える、県民主体の県政運営の基本原則として、 

① 県民参加の原則（県民が自発的かつ積極的に参加する県政とすること） 

②	 市町村優先と市町村参加の原則（県民に最も身近で、地域における政策を総合的に推進する市町村を、

県との役割分担において優先し、市町村が参加する県政とすること） 

③ 公正性・透明性の原則（県民にとって公正で透明性の高い開かれた県政とすること） 

④ 効率性・有効性の原則（最少の県民負担により最大の県民福祉の実現に努める県政とすること） 

⑤ 連携の原則（民間及び他の都道府県等、多様な主体との連携を図る県政とすること）

などを定める。

議会・知事・職員 

○ 県民の信託に応え、それぞれがこの条例に定める基本理念、基本原則等に沿った役割を果たすため、その責

務などを包括的に定める。

基本原則に基づく制度・手続 

○ 県政運営の基本原則に基づき、次の制度・手続についての基本的事項を定める。

情報提供・公開 

○ 県民が、県政参加のため県が保有する県政情報を共有できるよう、

・	 多様な媒体を活用するなどして、県政情報を県民に積極的に提供するよう努めなければならないこと

を定めるほか、

・	 県民の求めに応じ、行政文書の公開を適正に行うとともに、個人情報の取扱いに関し適切な措置を講じ

なければならないことを定める。

県民参加機会の保障 

○ 県民が、その意思を県政に反映させるため、意見や要望を県に提出できるよう、

・	 県と対話・協議する県民参加の多様な機会の確保に努めるともに、県民の県政に関する提案、意見等を

迅速かつ誠実に処理するよう努めなければならないことを定めるほか、

・ 県民の参加機会の時期及び方法について、予め公表することを定める。
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県民投票 

○ 県民が、県政上の重要事項について意思を表明するため、県民投票をできるようにするとともに、議会及

び知事は、県民投票の結果を尊重することを定める。

市町村との役割分担及び権限移譲 

○ 県民が、地域の実情に即した行政サービスを受けられるよう、

・	 住民に最も身近で、地域における総合的な行政サービスを推進する重要な役割を果たしている市町村の

自主性・自立性を尊重し、広域自治体としての適切な役割分担に努めなければならないことを定めるとと

もに、

・	 県知事の権限に属する事務のうち、市町村が処理することが適当である事務については、市町村との協

議により、できる限り市町村に移譲しなければならないことを定める。

市町村の県政参加 

○ 市町村が、住民の意思に基づく意見を提案できるよう、県の重要な施策について、意見を提出する機会の

確保に努めるとともに、市町村の意思に応えるための協議機関を設けることを定める。

行政手続 

○	 県民が、県の処分、行政指導等により不当に自らの権利利益を侵害されないよう、県政運営における公正

の確保及び透明性の向上のため、県の処分、行政指導等の手続に関し共通するルールを定め、公表しなけれ

ばならないことを定める。

総合計画 

○ 県民が、長期的な県政運営を展望できるよう、政策の基本的方向を総合的に示す計画を策定するとともに、

策定等に当たり、県民及び市町村の意思が反映されるよう努めなければならないことを定める。

財政運営 

○ 財政の健全な運営に努めるとともに、県民が、県の財政状況を把握できるよう、分かりやすく公表しなけ

ればならないことを定める。

政策評価 

○ 県民が、効率的で質の高い行政サービスを受けられるよう、適切に政策の評価を行い、公表するとともに、

評価結果が政策立案や予算編成等に反映されるよう努めなければならないことを定める。

民間活動との連携協力 

○ 県民が、より質の高い行政サービスを受けられるよう、

・	 公共的課題の解決のため、特定非営利活動法人その他の民間団体及び民間事業者等の主体的な公共的活

動を尊重し、適切な役割分担の下、連携協力できることを定めるとともに、

・	 民間団体等の主体的な公共的活動が積極的に推進されるために、環境の整備に努めなければならないこ

とを定める。

他の自治体との連携協力 

○ 県民が、より質の高い公共サービスを受けられるよう、広域的または共通の公共的な課題を解決するため、

他の自治体との連携協力に努めることを定める。

国への提案 

○ 県民が、県を通じて国に意思表明ができるよう、国に対して政策及び制度の改善等に関する提案を積極的

に行わなければならないことを定める。

条例尊重義務 

○ この条例が県政運営の基本原則を定めることから、この条例に規定することを最大限尊重しなければならな

いことを定める。
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